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地域における日本語教育の実施体制について 中間まとめ（案） 

（「論点７ 日本語教育のボランティアについて」） 
 

１．はじめに 

 文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（以下「小委員会」という。）に設置された課題整理に関

するワーキンググループが平成 25 年 2 月に取りまとめた「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方

と論点の整理について（報告）」の「論点７ 日本語教育のボランティアについて」では，地域の日本

語教育においてはボランティアが大きな役割を担っているが，この現状をどう捉えるか，自治体の取組

や成果はどうなのか，まず地方公共団体における日本語教育の体制について具体的な検証が重要である

とされた。 
これを受けて，文化庁では，都道府県・政令指定都市に対する日本語教育に関する書面調査を実施し

たほか，各地で日本語教育に取り組んでいる地方公共団体や機関・団体等へのヒアリングを実施した。 
小委員会では，上記報告で示されたポイントや，調査やヒアリングの結果等を踏まえ，日本語教育ボ

ランティアを含めた地域の日本語教育の実施体制についての考え方や，日本語教育体制の構築事例及び

そのポイントについて検討を行った。 
なお，検討に当たっては，「生活者としての外国人」を対象とした日本語教育1に限って議論を行った。

そのため，国の取組については，文化庁の取組についての検討を行っている。 
 

２．外国人の受入施策等の状況について   

・ 我が国に在留する外国人数は，平成２年の「出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）」

の改正法の施行等に伴い，この２０数年間で約１００万人から約２１０万人＊２へと倍以上に増加し，

また，国内の日本語学習者数も約６万人から約１７万人＊１へと３倍近い伸びを見せている2。 

日本に在住する外国人の数は，リーマンショックや東日本大震災の影響により一時減少に転じたも

のの，平成26年末の段階でリーマンショック以前の数にほぼ戻っている。また，在留資格「永住者」

を取得して日本に滞在する者の数及び割合は年々増加しており，外国人の定住化が進んでいる。 

入管法改正当初の在留外国人の増加は主に南米日系人が中心だったが，次第に中国やフィリピンな

どアジア系の外国人が増加し，在留外国人の国籍の多様化が進んでいる。近年は出身地別に見た場合

はベトナム，ネパール出身者，在留資格別に見た場合は「特定活動」「留学」「技能実習3」等の増加が

顕著である。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ１を参照。） 
 

  ・ また，分野や業種を特定して，より積極的に外国人「人材」を活用しようという動きがある。 
 

・ 日本創成会議が平成26年 5月に取りまとめた提言「ストップ少子化・地方元気戦略」では，「日本

が直面している深刻な人口減少をストップさせ，地方を元気にしていくためには，以下の「基本方針」

に基づき，総合的な戦略を推進する必要がある」としており，その基本方針の中で「生産年齢人口は

減少するので，女性や高齢者，海外人材が活躍できる社会づくりに強力に取り組む。」，「海外からの

受入れは，「高度人材」を中心に進める。」ことが提言されている。 

一般社団法人日本経済団体連合会が平成27年4月に取りまとめた提言「人口減少への対応は待った

なし－総人口一億人の維持に向けて－」には，国家が一定規模の人口を維持することは，経済社会の

活力を維持する上での必須の条件ととらえた上で，高度人材の一層積極的な受入れ，長期滞在の促進

などの方策を早急に講じること，高度人材の卵である外国人留学生の積極受入れ，これまで専門的・

技能人材と認められてこなかった分野への門戸解放など外国人人材の受入れ促進が提言されている。 

 

  ・ 本年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」においては，外国の高度人材や

留学生等が活躍しやすい環境整備，技能実習制度の改善のほか，外国人にも暮らしやすい社会に向け

                                                   
1 学校教育の枠内において行われる日本語教育等を除く。 
2 「＊１」は文化庁の「日本語教育実態調査」による（日本語教室の数や教室数，日本語学習者数等），「＊２」は法務省の「在留

外国人統計」，「＊３」は総務省の「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数」による。なお，外国人の総数について，

法務省調べでは 2,121,831 人（平成 26年 12 月末現在），総務省調べでは 2,003,384 人（平成 26 年 1 月 1 日現在）となってい

る。 
3 「技能実習」はさらに細かく１年目の者を対象とした１号，２，３年目の者を対象とした２号に分かれる。また，企業が単

独で受入れを行う「イ」と団体管理型の「ロ」があり，その組合せで四つに分かれる（技能実習１号ロ，技能実習２号イ等）。 
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た取り組み推進について述べられている。また，同時に閣議決定された「日本再興戦略」改訂 2015

においては，日本経済の更なる活性化を図り，競争力を高めるため，高度外国人材受入れ促進のため

の取組強化，専門的・技術的分野における外国人材の活躍促進のほか，中長期的な外国人材受入れの

在り方について検討するため，国民的なコンセンサス形成の在り方などを含めた必要な事項の調査・

検討を政府横断的に進めていくことについても盛り込まれている。 
 

・ また，２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催や，これに向けた文化プログラ

ムが展開されることから，今後も日本に来日・在住する外国人数の増加が見込まれる。文部科学省が

本年４月にまとめた「オリンピック・パラリンピックレガシー創出に向けた文部科学省の考えと取組」

においては，オリンピック競技大会の有益な遺産(いさん)（レガシー）が「次の世代への贈りもの」

として受け継がれることを目標としている。ここでいうレガシーとは社会に影響をもたらす有形・無

形，計画的・偶発的な幅広いものを含んでおり，「年齢，性別，障害の有無等に関わらず，活躍でき

るコミュニティ」というレガシー創出のための具体的な取り組みとして「外国人が，言葉の壁を越え，

地域で活躍するための日本語教育の充実」が明記されているところである。 
 
・ このような状況の中，各地一部の地方公共団体等が実施したそれぞれの域内に居住する外国人に対

して実施した行った調査4によるとでは，地域の人たちと暮らしてみて必要だと感じていること，普段

の生活で困っていることや心配なこととして外国人が上位に挙げたのは「日本語学習」や「日本語が

不自由であること」が上位に挙げられておであり，全国規模での正確な数字は分からないものの，一

定程度，日本語学習に関するニーズが存在することは明らかであるが予想される。 
 

・ 一方このほか，「国語に関する世論調査5」（平成２２年度）の結果では，日本に住んでいる外国人の

日本語能力について，「会話」は 83.5％，「読み書き」は 67.2％の方が「日常生活に困らない程度」

以上にできるといいと回答している。このことから，多くの日本人は国内に住む外国人にも一定程度

の日本語能力を身に付けてほしいと考えており，日本語教育は外国人だけでなく，地域社会の側のニ

ーズにも応えるものであると言える。 

 （※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ９を参照。） 
 

  ・ 文化庁では「生活者としての外国人」に対する日本語教育に関する施策を行っているが，外国人の

受入状況は，今後も経済情勢や在留資格等をめぐる制度改正その他の社会状況により，大きく変わる

可能性がある。文化庁としては，日本語教育推進会議や日本語教育研究協議会，地域における日本語

教育協議会などの機会をとらえ以外にも関係機関・団体と情報交換等を行い，外国人の受入状況やそ

の変化に応じ，また，外国人自身や地域社会等の日本語学習のニーズをできる限り踏まえながら，各

地域における日本語教育を一層充実させていくことが重要である。 
 

３．地域における日本語教育の現状と課題 

３．１ 地域における日本語教育の全体的な状況 

  ・ 地域における日本語教育は，1970年代以降の中国残留邦人の帰国やインドシナ難民の受入れをきっ

かけに始められた。各地域に住む外国人に対応し，中国残留邦人やインドシナ難民のほか，国際結婚

の配偶者や南米日系人，それらの子供など多様な外国人を対象にそれぞれの地域で取り組まれてきた。 

これらの取組は，外国人が日本語能力を習得し，就労，教育なども含めた日々の生活において，そ

の可能性を最大限発揮するための基盤となるばかりでなく，地域コミュニティ形成の契機となるなど，

多様な機能を持った取組として位置付けられ，実施されており，地域住民との交流や外国人住民の地

域社会への参加支援などの幅広い役割を果たしている。 

（※「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について（報告）」p3.～4を参照。） 
 

  ・ しかしながら，日本語教室の開設状況は地域によって大きく異なる。域内に日本語教室が開設され

ている市区町村は全体の３分の１程度に過ぎない＊１。日本語教育が実施されていない地方公共団体に

居住している外国人の数は約 50 万人＊３に達しており，日本に在留する外国人全体約 212 万人の約４

分の１に相当するそういった地域に住んでいる外国人は日本語を学びたいと思ったとしくても近くに

日本語教室がない状況となっている＊３２。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」資データ２を参照。） 

                                                   
4  公益財団法人青森県国際交流協会，公益財団法人山形県国際交流協会，横浜市等.。 
5 全国１６歳以上の男女3,000人対象として実施。 



 

- 3 - 

 

・ 特に外国人住民数が500人以下の地方公共団体＊２や総人口が５万人以下の地方公共団体＊３における，

日本語教室の開設率の低さが顕著である。これらの地方公共団体においては，ともすれば，外国人が

多くないために，日本語教育の必要性が十分に認識されていない，或いは重要性を認識はしていても

外国人数が少ないことから後回しにされている可能性があると考えられる。 

  しかし，特に外国人数が500人以下の地方公共団体＊２のうち，日本語教室が開設されていない地方

公共団体の比率は８６％であり，そこに居住する外国人の数は全国で約11万人＊３２に上る。また，人

口が５万人以下の地方公共団体のうち，日本語教室が開設されていない地方公共団体の比率は８８％

であり，そこに居住する外国人の数は全国で約12万人＊３２に上る。これらの地方公共団体においては，

日本語教室の開設率の低さが顕著である。外国人が多くないために，ともすれば，日本語教育の必要

性が十分に認識されていない，或いは重要性を認識はしていても外国人数が少ないことから後回しに

されている可能性があると考えられる。 

これは全国的に見た場合，決して看過できない数字であり，外国人が多い地方公共団体だけでなく，

少数散在地域における日本語教育をどのように効果的に実施するかということは重要な課題である。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ３を参照。） 
 

・ 一方で，日本語教室が開かれている地域であっても，必ずしも日本語を学びたい全ての外国人が日

本語教室に通っているわけではない。一部の地方公共団体で外国人の日本語学習状況等については調

査を行っており，時間の余裕がないこと，日本語教室の開催日時等について知らないこと等がその理

由として挙げられているが，全国的に見た場合，その状況は十分には把握できておらず，日本語教育

施策を検討する上で必要な基礎的な情報が必ずしも揃っていないことも一つの課題である。 

 （※「日本語教育の推進に当たっての主な論点に関する意見の整理について（報告）」p.43～44参照。） 

 
 

３．２ 地方公共団体における日本語教育の状況 

 以下，日本語学習の機会の拡充やより継続的な運営を考えるため，まず，現在の取組状況について

記述する。 

 

［市区町村］ 

  ・ 外国人にとって最も身近な自治体は市区町村であるが，市区町村が自ら日本語教室を開設している

ところは２１３市区町村であり，全体のわずか１割強に過ぎない。一方で民間の取組を含めると日本

語教室が開設されている市区町村数は６１７市区町村となり，全体の３割強となる＊１。 

・ このことから，現在，地域において行われている日本語教室は，その３分の２を民間が行っており，

民間中心と言える。 

・ しかし，民間の日本語教育の中にも，地方公共団体（教育委員会を含む）や国際交流協会の補助金

や助成金などを活用したり，地方公共団体が募集・養成した指導者を中心に運営していたり，地方公

共団体から継続的に会場の提供を受けているところがある。そのため，「民間中心」ということが，

必ずしも地方公共団体は何も支援をしていないということを意味するわけではない。地域によって，

地方公共団体がどのような役割を担うかということは多様である。 

・ また，我が国の日本語教育実施機関における教師を見てみると，そのうちボランティアの占める数

の割合は，５７％と半数を超えており，特に地方公共団体が直接実施している日本語教室においてボ

ランティアの数は，約９０％を占めている。このようなところでは，ボランティアの高齢化，若い世

代の人材の確保が困難であるなど，長期に渡って安定的に活動に参加できる人材の確保，育成を課題

としているところが多い。 

・ 一方で，外国人数が500人以下の地方公共団体や人口規模が５万人以下の比較的小さな地方公共団

体においては，日本語教室の開設率が低い。これは，人的資源や予算などの面において制約があるこ

とが理由であると考えられ，限られた資源を活用するための工夫が求められることとなる。 

・ 「ヒト」，「モノ」，「カネ」といった限られた資源をどのように活用するか，活用のノウハウも含め

た日本語教育の実施体制の整備が課題となっている。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ３，４，５，６を参照。） 
 

  ［都道府県］ 

・ 都道府県においては，域内の多文化共生及び日本語教育の関係機関の連絡・調整や連携体制を構築

する取組を行っているところが４７都道府県中３３都府県あり，全体の 70.2％を占める（うち，15
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府県において，日本語教育に特化した連絡会議等を開催。全体の31.9％）。 

・ また，都道府県のうち，約40％が日本語教室が開設されていない地域への働きかけや開設支援を行

っている。 

・ さらに，域内において，日本語教室が開設されていない市区町村がある場合など，日本語教室の数

や内容が十分ではないといった理由から，あるいは日本語教室の運営方法や教室活動の内容・方法に

関するノウハウを提供することを目的として，都道府県が自ら日本語教室を開設しているケースがあ

る。 

 

・ 一方で，都道府県により，取組内容やその状況には差があり，以下のように種々の課題がある。 

 

 外国人の日本語教育に対するニーズの把握やニーズに沿った日本語学習機会の提供が不十分であ

るといった点や地域の日本語教育を担うボランティアの人材の確保を課題として挙げている都道府

県が見受けられる。 

また，日本語教室が実施されている都道府県においても，域内を見渡すと，地域により日本語学

習を受けられる機会に格差が生じている。 

日本語教室を継続的に実施するためには，人材の確保，内容の質の担保など，人材養成が重要な

課題となっている。 

 

・ こういった都道府県内の，様々な課題を解決するためにも日本語教室，国際交流協会と都道府県レ

ベルの自治体の連携や情報共有が不可欠である。 

・ しかしながら，外国人散在地域においては，外国人に対する日本語教育への地域住民の関心も高く

なく，自治体の施策として展開することが難しく，関係予算の確保も困難となっている状況がある。 

 ・ 域内の教室の開設状況は都道府県により異なるため，一概に何をすべきかということは言えないが，

ノウハウやモデルの提示，教室開設の支援，ネットワークによる資源の流通により，取組が進んでい

ない地域の日本語教育水準の引き上げを行っている例が参考となるのではないかと考えられる。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ７を参照。） 

 

 

３．３ 国における日本語教育施策の状況 
 

  ［国］ 

・ ここでは，「「生活者としての外国人」を対象とした文化庁の取組について取り上げる。 

 

（人材育成） 

・ 文化庁では，地域日本語教育の中核的な人材を育成する観点から，地域日本語教育コーディネータ

ー研修や地域方の行政機関等で日本語教育を担当する職員を対象とした都道府県・市区町村等日本語

教育担当者研修を開催している。これらの研修の開催に当たっては，各地方公共団体を通じて自治体

が関係機関への周知を行っているところであるが，参加する地域に偏りがあるなど，周知方法などに

ついて引き続き，検討が必要である。 

（優れた取組に対する支援とその周知・広報） 

・ また，文化庁では，平成１９年度から「「生活者としての外国人」のための日本語教育事業」を実

施し，各地の優れた日本語教育の取組を支援しており，ここで行われた取組を広く周知することによ

り，地域の日本語教育の取組を促すこととしている。平成２４年度からは，文化審議会国語分科会日

本語教育小委員会が作成した「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準カリキュラム案」

などの普及を目的とした取組と，日本語教育の体制整備に重点を置いた取組の２種類のプログラムに

より実施しているところである。 

  しかし，事業趣旨が優れた取組を支援することとしていることから，これまで日本語教育を実施し

ておらず，ノウハウに乏しい地方公共団体を有しない自治体などは申請しにくい制度となっている。

このことが地域の取組に広がりを欠く要因となっていることが考えられる。また，本事業を活用して

日本語教育に取り組んでいる地方公共団体や日本語教育機関などには，各地の取組には事業の企画・

立案，実施や成果の把握，効果の検証に加えてだけでなく，経済的な面においても，市区町村等にお

いてそれぞれが独自予算を確保したり，受益者（日本語学習者に限らず，例えば，外国人を受け入れ

ている事業者等も考えらえる）に負担を求めたりするほか，町づくりなどの地域振興施策，生涯学習
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施策などに位置付けたり，市民活動として取り組むなどして，いずれ財政的にも自律することが求め

られるところである。 

（施策の普及と連携協力） 

・ 文化庁では，これらの取組のほか，文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における検討内容な

ど，日本語教育施策を普及する観点から，日本語教育大会や地域日本語教育研究協議会を開催したり，

他省庁や関係機関との情報共有を目的とした日本語教育推進会議なども実施している。また，「「生活

者としての外国人」のための日本語教育事業」で作成された教材や各種調査研究の成果物などがを広

く活用されるようにしてもらうための日本語教育コンテンツ共有システムの運用なども行っている。 

  これらの日本語教育施策の内容やその重要性については，日本語教育研究協議会等を通して日本語

教育関係者以外にも，広く周知を図っているものの，その方法が固定化しており，十分に周知されて

いるとは言い難い状況である。特に一般の住民のに対して日本語教育の必要性についての意識を高め

るてもらう観点からは不十分と言わざるを得ない。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会の有益な遺産（レガシー）の一つとして「年齢，性別，

障害の有無等にかかわらず，活躍できるコミュニティを実現する」ため，我が国において大きな転換

点となり得る２０２０年を一つの目標年として「外国人が，言葉の壁を越え，地域で活躍するための

日本語教育の充実」のための取組を進めるだけでなく，東京オリンピック・パラリンピック競技大会

開催後のレガシーの創出・継承も見据え，広く住民を対象とした日本語教育の必要性の周知や，施策

の一層の充実等に取組むことが必要である。 

（※「論点７ 日本語教育のボランティアについて 関連資料」データ８を参照。） 

 

４．地域における日本語教育の実施体制の考え方について 

 

４．１ 市区町村地方公共団体における実施体制 

 ［市区町村］ 

 

・ 日本語教室が開設されていない市区町村は，全体の３分の２程度あり，人口比率では約４分の１の

外国人が日本語教室等で日本語を学びたくても学べない状況がある。今後，定住外国人に地域社会で

活躍してもらうためには，最も身近な行政機関である市区町村において，日本語学習環境を整えるこ

とが求められる。 

・ 新たに事業を実施するに当たっては，外国人のニーズの把握や地域住民の理解を得ることが重要で

あることから，まず，これらの取組を実施することが望まれる。その際，外国人コミュニティやそこ

でのキーパーソンと連携して，情報の周知・広報やニーズの把握を図っていくなどの工夫が求められ

る。 

・ また，日本語教室の中には，指導者等の高齢化や人材不足などから，安定的な運営に課題を抱えて

いる日本語教室もある。日本語教育が継続的に実施できるよう，指導者等の人材育成に取り組むなど，

人材の確保に努める必要がある。 

地域によっては，大学や日本語教育機関と連携して日本語教育を実施したり，近隣市区町村，都道

府県等と連携するなどして，実施体制の安定化を図る取組なども見られ，一つの参考となると考えら

れる。 

・ 一方，自治体が直接実施している日本語教室においては，その９０％がボランティアにより実施さ

れているという実態がある。日本語教室において「日本語を教える／学ぶ」こと以外にも，多くの住

民がボランティアとして日本語教室に関わるからこそ，日本語教室が外国人にとって地域社会との接

点になり，その地域で暮らしていく上で必要な情報や人とのつながりを得たりする場になっている。

正に日本語教室そのものが一つのコミュニティや，いざという時のセーフティネットとしての役割を

担っている場合もある。こういった取組は，地域の国際化・多文化共生を進める最前線であると同時

に，さらには住みやすい地域づくりや地域の活性化につながるものである。 

・ 各地域においては，こういった様々な取組を参考として，地域の実情を勘案しつつ，大学や日本語

教育機関，近隣市区町村や都道府県との連携，協働や地域の日本語教室に広く住民がボランティアと

して参加することを促すこと，地域の住民がボランティアで自主的に運営する日本語教室に適時適切

な支援を行うことなど，地域における日本語教育を充実させる方策について検討し，実施する必要が

ある。 

・ 一方で，日本語教育を実施したくても，十分なノウハウがない，必要な人材がいない，財政的な制

約から十分な予算の確保が困難である等の場合には，国や都道府県が行っている事業等を活用する方
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策を検討することも考えられる。 

 

 

 

 

 

 ［４．２ 都道府県都道府県］ 
 

・ 都道府県においては，市区町村と協力して，域内の外国人の日本語教育に対するニーズの把握に努

めることが求められる。 

・ その上で，域内の日本語学習環境が整うよう，日本語教育に取り組んでいる市区町村と連携するな

どして，日本語教育が行われていない市区町村に対して，取組が円滑に進むよう専門家を派遣してア

ドバイスを実施したり，域内で必要な人材が確保できるよう人材を養成したり，必要に応じて財政支

援を行うなどすることが望まれる。 

・ また，域内の日本語教育に関する課題を解決するため，日本語教育実施団体と情報やリソースを共

有し，連携・協力できる体制を作ることが望ましい。 
 

 

４．３２ 国文化庁における地域日本語教育に関する施策 
 

 ［文化庁］ 
 

・ 文化庁においては，地域の日本語教育を推進する中核となる人材の育成を引き続き実施する必要が

ある。なお，現在実施している地域日本語教育コーディネーター研修や都道府県・市区町村等日本語

教育担当者研修の開催に当たっては，参加者の広がりを促す観点から，周知方法はもちろんのこと，

開催地や開催時期，研修内容等について不断の見直しを行うことが求められる。 

・ 「「生活者としての外国人」のための日本語教育事業」については，事業の成果を広く周知すると

ともに，今後も日本語教室が開設されていない市区町村における取組を一層促すような制度に拡充す

べきことが必要である。また，財政的支援に限らず，新たに日本語教育に取り組む市区町村に対し，

効果的に日本語教育に関するノウハウを伝えるアドバイザー等の専門家を派遣するなどの新たな支

援の枠組を設けることが求められる。 

・ さらに，現在本事業を活用して日本語教育を実施している団体等が，自律的に日本語教育の活動を

継続できるような取組を促すような仕組みを検討すべきである。 

・ 文化庁においては，日本語教育の実施主体である市区町村や，都道府県などが行う日本語教育ボラ

ンティア等の人材育成に対し「生活者としての外国人」のための日本語教育事業などを活用した支援

を引き続き実施すべきである。 

・ このほか，日本語教育施策の普及に当たって，日本語教育関係者のみならず，国民一般への周知も

視野に入れた広報・周知に努めること，地域の日本語教育の施策を進めるに当たって，引き続き地方

公共団体や日本語教育関係団体と連携して取組むことが求められる。 

 

５．４．３ 日本語教育の実施体制のポイント 

   

   ※ 「委員限り１－１」を挿入。・  ここでは，実施体制の全体像ではなく，まず，①学習者とつな

がる，②日本語学習の機会を創出・提供する，③地域社会との接点を生み出す，④学習者の多様なニ

ーズに対応する，⑤事業の実施に当たって必要な人材を確保・配置する，⑥複数の市区町村での連携

や広域行政の協力・支援の下，日本語教育を実施する，の六つのポイントごとに事例を示す。 

なお，実施体制のポイントは，都道府県等の協力により，各地の取組事例を収集し，また，後述する観点毎

に特徴的な取組を行っている地方公共団体や団体へのヒアリング結果等を踏まえ，小委員会で検討・

整理を行ったものである。 

 

  ・ 以下，委員限り１「「４．３ 日本語教育の実施体制のポイント」の具体的な内容について」を参照

（各機関・団体の確認が取れた段階で公開を予定）。 

 

６５．まとめ   
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  ・ 地域における日本語教育については，今回の実施体制の考え方，事例について広く周知・広報を行

うとともに，実際の各地の取組の情報収集を継続的に行うことが重要である。また，収集した情報を

関係者間で，効果的に共有すること方法についても検討が必要である。 

    さらに，今後も経済情勢や在留資格等をめぐる制度改正その他の社会状況により，外国人の受入れ

動向や日本語学習に対するニーズが大きく変わる可能性がある。幅広く情報収集を行いながら，適宜，

適切な対応について検討することが求められる。 

  ・ 今回，小委員会での議論においては，「生活者としての外国人」を中心とした地域の日本語教育の体

制について議論を進めてきたが，技能実習生や高度人材などの外国人受入が一層進んでいく中におい

て，地域に居住し，生活を営む外国人が地域社会で活躍できる環境を整えることが求められるのでは

ないか，そのためには関係省庁とも連携し，日本語教育も含めた国家戦略としての外国人政策につい

て検討を行うことが必要ではないかといった意見があった。 

  ・ なお，本中間まとめは，今後，都道府県等へ意見を照会する予定であり，関係各所からの意見を踏

まえ，本年度後期の小委員会の検討へとつなげていくこととしている。 
 

７６．資料 

７６．１ ヒアリングを行った機関・団体の一覧  

７６．２ 各機関・団体の取組について  （※１機関・団体当たり，２ページほどで紹介の予定） 


